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年度 法人税に係る制度改正
（地方法人課税に影響するもの）

地方法人課税・交付税
に係る制度改正

法人税
税収額※

法人住民
税税収額

法人事業
税税収額

10 ・企業活力と国際競争力維
持のため、基本税率を
37.5％→34.5％に引下げ

・課税ベースの拡大・適正化
（～15年度）

（法人住民税に自動影響）

・法人事業税の標準税率引
下げ（普通法人の800万円
超の税率12％→11％）

・軽減税率の適用所得区分
の見直し（適用所得額の引
上げ）

114,232
(36,554)

28,019 41,177

11 ・恒久的な減税として基本税
率を34.5％→30.0％に引下
げ

（法人住民税に自動影響）

・恒久的な減税として法人事
業税の標準税率引下げ（普
通法人の800万円超の税率
11％→9.6％）

・法人事業税の減税への対
応として法人税に係る交付
税法定率を32％→32.5％に
引上げ

107,951
(35,084)

25,189 36,228

12 ・法人事業税の減税への対
応として法人税に係る交付
税法定率を32.5％→35.8％
に引上げ

117,472
(42,055)

26,712 38,259

13 102,578
(36,723)

26,903 40,075

14 95,234
(34,094)

23,267 33,753

※下段括弧内は交付税原資となる額

第１回検討会
事務局提出資料法人課税に係る主な制度改正



年度 法人税に係る制度改正
（地方法人課税に影響するもの）

地方法人課税・交付税
に係る制度改正

法人税
税収額※

法人住民
税税収額

法人事業
税税収額

15 101,152
(36,212)

24,763 35,450

16 ・法人事業税への外形標準
課税の導入

・法人事業税所得割の税率
を9.6％から7.2％に引下げ

114,437
(40,968)

27,217 40,251

17 ・法人事業税の分割基準の
見直し（非製造業に事務所
数を導入、本社管理部門の
従業者数の１／２割落としを
廃止）

132,736
(47,519)

30,282 45,839

18 ・法人関係税の恒久的減税
の恒久化に伴い、法人税に
係る交付税法定率を35.8％
→34％に変更

149,179
(53,406)

34,827 52,331

19 147,444
(50,131)

36,980 54,703

20 ・地方法人特別税、地方法
人特別譲与税制度の創設

100,106
(34,036)

33,604 50,716

21 63,564
(21,612)

21,797 32,644

22 89,677
(30,490)

24,010 35,712

※下段括弧内は交付税原資となる額



年度 法人税に係る制度改正
（地方法人課税に影響するもの）

地方法人課税・交付税
に係る制度改正

法人税
税収額※

法人住民
税税収額

法人事業
税税収額

23 77,920
(26,493)

22,684 37,111

24 ・基本税率を30.0％→25.5％
に引下げ
・課税ベースの拡大

・復興特別法人税の創設
（～26年度）

（法人住民税に自動影響）

（法人事業税収の増）

88,080
(29,947)

24,635 39,462

※H22までは各年度の決算額、H23及びH24は各年度の地財・予算額。
※「法人住民税税収額」及び「法人事業税税収額」は、超過課税は除く。また、「法人事業税税収額」については、地方法人特別譲与税を含む。

※下段括弧内は交付税原資となる額



法人所得課税の実効税率の推移
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法人所得課税の実効税率
（法人課税＋地方法人課税）

地方法人課税の実効税率
（法人住民税法人税割＋法人事業税所得割）

法人税の実効税率

（注）１ 地方法人課税実効税率は、法人事業税が損金算入されることを調整した上で、法人住民税法人税割(道府県分＋市町村分)と法人事業税の税率を合計したものである。
なお、平成16年度以降の税率は、資本金１億円超の法人の税率である。

２ 平成元年までの実効税率は、配当軽課制度の影響を考慮しており、基本税率（留保分）70％、配当分30％の割合で計算している。
３ 法人住民税法人税割は基本的に法人税額を課税標準としており、その税率（昭和56年度以降：道府県民税5.0％、市町村民税12.3％）は所得ではなく、法人税額に対するもの

である。
４ 平成20年度以降の税率は、地方法人特別税を含めた税率で表記している。
５ 平成24年度以降の復興特別法人税に係る実効税率については、法人税額の１０％として、総務省において推計したもの。

さらなる法人税・法人事業税の税率引
下げ（国際水準並みへの引下げ）

課税ベースの適正化と併せ、法人税・
法人事業税の税率引下げ

外形標準課税の導入

地方法人特別税の創設

所得税減税に伴う財源確保のため、
法人税率の暫定的な引上げ

法人税率の暫定税率の期限切れ

税制の抜本的な改革による法人税
率引下げ（経過税率）

税制の抜本的な改革による法人税
の本則税率適用

課税ベースの拡大等
と併せ、法人実効税率
の引下げ

昭和 平成 (年度)

(％)

（
税
率
）

復興特別法人税の創設

26.17

37.00

第１回検討会
事務局提出資料



地方法人課税等に関する今後の動向

１．法人税の税率の引下げと法人課税の課税ベースの拡大等（平成24年度～）
(※一部、平成23年度より適用)

（平年度影響額）

○法人税の税率引下げ（30％→25.5％） ▲１兆２，１９４億円
法人税の課税ベースの拡大等 ５，８４９億円
政策減税等 ▲１，４１３億円

交付税原資（34％）の減少 ▲２，６３８億円

法人事業税の増収 １，６６６億円
法人住民税の減収 ▲１，３９４億円

※都道府県と市町村の増減収を調整するため、市町村の減収額相当額（９９１億円）について
道府県たばこ税の一部を市町村たばこ税に移譲（平成25年度～）

２．復興特別法人税（法人税額の10％）の課税（平成24～26年度）
約８，０００億円

３．消費税及び地方消費税の税率の引上げ（平成26年度～、平成27年10月～）
地方消費税収の増 ３兆１，７０３億円

（平成22年度税収額から機
械的に試算）

第１回検討会
事務局提出資料



所得税法等の一部を改正する法律（平成21年法律第13号）（抄）

附 則

（税制の抜本的な改革に係る措置）
第104条 政府は、基礎年金の国庫負担割合の2分の1への引上げのための財源措置並びに年金、医
療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する費用の見通しを踏まえつ
つ、平成20年度を含む3年以内の景気回復に向けた集中的な取組により経済状況を好転させることを
前提として、遅滞なく、かつ、段階的に消費税を含む税制の抜本的な改革を行うため、平成23年度ま
でに必要な法制上の措置を講ずるものとする。この場合において、当該改革は、2010年代（平成22年
から平成31年までの期間をいう。）の半ばまでに持続可能な財政構造を確立することを旨とするものと
する。

３ 第１項の措置は、次に定める基本的方向性により検討を加え、その結果に基づいて講じられるものと
する。
二 法人課税については、国際的整合性の確保及び国際競争力の強化の観点から、社会保険料を
含む企業の実質的な負担に留意しつつ、課税ベース（課税標準とされるべきものの範囲をいう。第
5号において同じ。）の拡大とともに、法人の実効税率の引下げを検討すること。



法人実効税率引下げの考え方

○ 平成２３年度税制改正大綱（平成22 年12 月16 日） 抜粋

２．平成23 年度税制改正の基本的な考え方
（１）デフレ脱却と雇用のための経済活性化

デフレから脱却し、日本経済を本格的な成長軌道に乗せていくため、国内企業の国際競争力
強化と外資系企業の立地を促進し、雇用と国内投資を拡大する必要があります。このため、新成
長戦略の一環として、平成23年度税制改正において、課税ベースの拡大等と併せて、法人実効
税率を５％引き下げます。中小法人に対する軽減税率についても３％引き下げます。デフレ脱却
と雇用拡大を最優先して、「ペイアズユーゴー原則」1との関係では今回の税制改正による財源の
確保は十分でありませんが、思い切った引下げ措置を講ずることにします。また、雇用促進、環境
関連投資、総合特区制度・アジア拠点化等を推進するための政策税制措置等を講じます。さらに、
贈与税を見直し、高齢者が保有する資産の若年世代への早期移転を促進します。

○ 参議院本会議（平成2３年１ 月２４ 日） 内閣総理大臣発言抜粋

我々は、経済連携の推進と農林漁業の再生が平成の開国の突破口になると考え、以上のような
方針を定めました。国民の皆様はこの問題に高い関心を寄せておられます。各党の意見を持ち
寄り、この国会で議論を始めようではありませんか。
さらに、この平成の開国を成長と雇用につなげるため、新成長戦略の工程表を着実に実施しま

す。既に、前国会の所信表明演説でお約束した政策が決定され、実行に移されています。国内
投資促進プログラムを策定し、法人実効税率の五％引下げを決断しました。中小法人の軽減税
率も三％引き下げます。



復興特別法人税の概要

１ 趣旨

東日本大震災からの復興を図ることを目的として東日本大震災復興基本法に定める基本理念に基づき平成
23年度から平成27年度までの間において実施する施策に必要な財源を確保するための特別措置として、復興
特別所得税とともに創設するもの H24税収：4,810億円、 H25税収：9,145億円 ※いずれも政府当初予算案ベース
（根拠法：東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法）

２ 制度概要

① 納税義務者 法人（人格のない社団等及び法人課税信託の引受けを行う個人を含む。）

② 税額の計算

×１０％－ 外国税額 ＋ 復興特別所得税額

※ 基準法人税額 ＝ 各事業年度の所得に対する法人税の額（連結親法人にあっては、各連結事業年度の連結所得に対す
る法人税の額）。ただし、①特定同族会社の留保金課税、②土地譲渡益追加課税、③所得税額控除、
④外国税額控除及び⑤仮装経理に基づく過大申告の場合の更正に伴う法人税額の控除を適用しない
場合の法人税の額とし、附帯税の額を除く。

③ 課税事業年度

平成24年４月１日から平成27年３月31日までの間に開始する事業年度

③ 申告及び納付

・各事業年度終了の日の翌日から２月以内に申告・納付 ※ 基準法人税額がない場合は、申告書の提出は不要

・復興特別所得税額で復興特別法人税額から控除しきれなかった金額がある場合は、申告により還付される。

各課税事業年度の
基準法人税額



（税制に関する抜本的な改革及び関連する諸施策に関する措置）

第七条 第二条及び第三条の規定により講じられる措置のほか、政府は、所得税法等の一部を

改正する法律（平成二十一年法律第十三号）附則第百四条第一項及び第三項に基づく平成

二十四年二月十七日に閣議において決定された社会保障・税一体改革大綱に記載された消

費課税、個人所得課税、法人課税、資産課税その他の国と地方を通じた税制に関する抜本

的な改革及び関連する諸施策について、次に定める基本的方向性によりそれらの具体化に

向けてそれぞれ検討し、それぞれの結果に基づき速やかに必要な措置を講じなければなら

ない。

三 法人課税については、平成二十七年度以降において、雇用及び国内投資の拡大の観点か

ら、実効税率の引下げの効果及び主要国との競争上の諸条件等を検証しつつ、その在り方

について検討すること。

社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための
消費税法の一部を改正する等の法律 （抄）



H23決算 H24決算（見込み）

法人税 93,514億円 97,583億円

地方法人二税 45,037億円 47,487億円

法人住民税（都道府県） 6,627億円 6,941億円

法人住民税（市町村） 17,376億円 18,399億円

法人事業税 21,034億円 22,147億円

○ 平成25年度においては、地方法人二税の増収が見込まれる。

増収が見込まれる理由

法人税額・地方法人二税額の推移

・収入年度の違いによる影響額
法人住民税については、平成25年度税収の

課税ベースとなる平成24年度法人税額が伸び
ているため、増収が見込まれる。
法人事業税についても、平成24年度法人税

額が伸びていることは、平成25年度法人事業
税収の課税ベースとなる所得が伸びているこ
とを表しているため、増収が見込まれる。

・税率引下げの影響を受けないこと
による影響額

法人事業税については、法人税率の引下
げの影響を受けないため、平成24年度法

人税額の伸びに比べてより一層の増収が
見込まれる。



法人課税に関する経済団体からの意見

○ 日本経済団体連合会「地方法人課税のあり方（平成２５年５月１０日）」

わが国の立地競争力を強化し、内外の企業による投資を促進し、国内における雇用を維持・拡大さ

せるためには、わが国の法人実効税率を最終的にはアジア近隣諸国並みの約25％まで引き下げる

ことが不可欠である。経済活動の主体は国民と企業であり、雇用の主体は企業である。企業の成長

なくして雇用の増加はなく、消費の拡大も実現しない。現在、政府においては、法人実効税率は、復

興特別法人税が終了する平成27年度以降の検討課題に留まっているが、わが国の厳しい事業環境

を踏まえれば、遅きに失すると言わざるを得ない。税制改正は国家の成長戦略を実現する手段であ

る。「世界で一番企業が活動しやすい国」を目指し、国・地方を通じた法人実効税率のさらなる引き下

げに向け、早期に道筋をつけるべきである。

地方法人課税については、国・地方を通じた税財政改革を行う中で、税目の整理・統合も含め、そ

のあり方を抜本的に改革し、負担軽減へとつなげていく必要がある。わが国は今や成熟社会を迎え、

経済構造は大きく変化している。また、地方における税源の著しい偏在の状況が容易に変わることは

ない。したがって、自治体が自ら徴収する地方法人課税をもって地方財政の相当部分を賄うという現

状は見直さなければならない。地方法人所得課税の国税化を図った上で、その配分において地方

交付税、地方譲与税等もあわせた一般財源を保障する仕組みを構築すべきである。



○ 経済同友会「法人実効税率25％への引き下げの道（平成２５年７月３日）」

こうした中、法人実効税率を国際標準レベルである25％に引き下げることは、まさに「成長戦略を強

固にする税制」と呼ぶに相応しいと言えよう。

現在の高い法人実効税率を嫌気して、海外へ生産拠点等を移転している企業については、新興

国の人件費上昇や過度の円高修正と相俟って、法人実効税率の引き下げを契機に、国内回帰の動

きを加速させることは十分にあり得る。そして、これらの回帰を通じて、日本のモノづくりの基盤再建に

寄与するとともに、そこで生み出された新たな雇用が、消費の拡大、企業セクターの収益増を通じて、

更なる成長に繋がっていくことが期待される。

同様に、日本の立地競争力強化は海外企業による日本進出の加速にも繋がる。更に、法人実効

税率の引き下げによるビジネスコストの低下は、国内で活動している企業の収益増加も後押しする。

法人実効税率の構成要素としては、国税である法人税と、地方税である法人住民税（法人税割）、

法人事業税（所得割）、地方法人特別税に分けられる。最終的には、これらの地方税部分を他の税

に代替させることで、法人実効税率の引き下げを図る。具体的には、その創設の経緯から地方法人

特別税並びに法人事業税については地方消費税による代替を、法人住民税については個人住民

税（所得割）及び固定資産税（土地）による代替が考えられる。



○ 日本商工会議所「平成26年度税制改正に関する意見（平成２５年７月１８日）」

Ⅰ．成長に向けた「中小企業の挑戦」を後押しする税制措置

４．立地競争力強化に向けた法人課税の軽減を

（１）国際競争力強化のため、法人実効税率のアジア諸国並み（20％台前半）への引き下げを

グローバル競争が進展する中、諸外国が法人実効税率を引き下げており、わが国の法人実効

税率（約35.6％（復興法人特別税付加後約38％））は国際的に見て未だ高い水準にある。この状

況が続けば、対日投資の減少はもとより、わが国企業の海外への生産拠点の移転が進み、空洞

化がさらに加速する。結果的に、雇用が失われ、国民生活に大きな影響を与えることは明らかで

ある。わが国の立地競争力の強化を迅速に図るため、復興増税終了を待たずに、法人実効税率

を早急に競争相手であるアジア諸国並み（20％台前半）へ引き下げる必要がある。法人課税の

軽減は、新たな雇用や設備投資を通じて、企業活動を活性化させ、結果として国民生活の向上

に資するものである。

Ⅴ．地方の「自主・自立」の確立に向けた地方税改革
１．法人二税に過度に依存しない安定した地方財源の確保を図るべき

地方税は、安定的かつ偏在性の少ない税源が望ましく、景気による税収変動や地域の偏在性
の大きい、地方法人二税に過度に依存している状況は是正すべきである。地方法人二税は国に
税源移譲し、法人課税は国際競争力強化の観点から、国として引き下げていくべきである。
地方法人二税の国税化や地方法人特別税の代替財源は、将来の道州制を見据えて、地方交

付税制度の見直しの中で、地方への配分の見直しや、個人住民税や地方消費税等の地方税の
中であり方を検討すべきである。
なお、地方法人特別税は、消費税を含む税体系の抜本改革が行われるまでの暫定措置として

導入されたものであり、今回の消費税引き上げにあわせて撤廃すべきである。



（５）地方法人特別税の抜本的な見直し

地方法人特別税は、あくまで暫定的な措置として導入されたものであり、税制抜本改革による地
方消費税の引上げ等により、地域間の偏在性が小さく安定性の高い地方税体系の確立を図るとと
もに、それに対応して、その廃止等を図ることを基本として検討すべきである。

（６）税源の偏在性の是正

税制抜本改革による地方消費税の充実と併せて、地方法人課税のあり方を見直すことにより税
源の偏在性を是正する方策を講ずるべきである。

地方消費税は地方法人課税などと比べ地域間の税収の偏在性が比較的小さい税ではあるもの
の、一人当たり税収で最大２倍の格差が存在していること、さらに、不交付団体には社会保障給付
支出の増加額を上回る地方消費税の増収が生じる一方、交付団体については、これらが地方交付
税の振替である臨時財政対策債の減少により相殺されることになる結果、不交付団体と交付団体
の間の財政力格差がさらに拡大するといった課題が生ずる。そのため、今後も地方分権改革を進
め、地方税源の更なる充実を実現していくためには、税源の偏在是正策を講じることが必要不可欠
である。

このため、偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築を図る観点から、まずは、偏在性
が小さく税収が安定的な消費税と偏在性が大きく税収が景気に左右されやすい地方法人課税との
税源交換などについて検討すべきである。

さらに、ナショナルミニマムを上回る部分に対応する地方共通の財源を確保するための地方共同
税や、地域間の財政力格差に対処するため、地方交付税の機能強化を図る地方共有税（地方交付
税の特会直入化など）などについても、今後、検討すべきである。

地方税財源の確保・充実等に関する提言―当面の課題を中心に―（抄）
平成25年 7月9日全国知事会 （地方税財政常任委員会）

Ⅰ地方分権改革の実現等に向けた地方税財源の確保・充実



地方法人課税に関する地方団体等の意見・要望

○地方法人特別税・譲与税について

『平成26年度 国の施策及び予算に関する提案・要望』（関東知事会）

地方法人特別税及び地方法人特別譲与税は、（中略）税の受益と負担の原則に反するとともに、地方税を充実する
という地方分権の基本方向にも逆行するものであり、このような不合理な暫定措置は確実に撤廃し、地方税として復
元すること。

『平成26年度 国の施策並びに予算に関する最重要提案・要望』（大阪府）
地方法人特別税については、早急に廃止し、地方税として復元すること。

『平成26年度 国の施策及び予算に関する和歌山県の提案・要望』（和歌山県）
・税源の偏在性が小さく、税収が安定的な地方税体系を構築すること
・それまでの間は、地方法人特別税（譲与税）は維持すること

『みやざきの提案・要望 －平成25年度 国の施策・予算に対する提案・要望－』（宮崎県）
地方法人特別譲与税の見直しを行う際は、特に財政力の弱い団体に配慮した措置を講ずること。

『平成26年度 国の施策及び予算に対する東京都の提案要求』（東京都）
・法人事業税の不合理な暫定措置を確実に撤廃し、地方税として復元すること。
・税収の偏在に対しては、都市の財源を狙い撃ちした財政調整ではなく、総体としての地方税財源を拡充することで対応する

『平成25年度 国の施策・取組に対する愛知県からの要請』（愛知県）
地方法人特別税については、即時に廃止し、地方税として復元すること。



地方法人課税に関する地方団体等の意見・要望

『平成26年度 国の施策及び予算に関する提案・要望』（関東知事会）
地方法人課税は、法人が事業活動を通じて地方団体から享受する様々な行政サービスに対して応分の負担をする

という大原則に基づくものであり、地方団体の重要な財源であることから縮減は行わないこと。

『地方税財源の充実・強化について（平成25年６月）』（四国知事会）
地方消費税の更なる充実や地方法人課税の見直しなど、税制抜本改革により、地域間の税源の偏在性が小さく、

税収が安定的な地方税体系の構築を早期に実現すること。

平成25年度の税財政等に関する要望（指定都市）
都市的税目である法人住民税について、大都市特有の財政需要を対応するため、国・地方間の税源配分の是正を

図る中で配分割合の拡充を図ること。

○地方法人課税全般について

『平成25年度 税財政等に関する提案』（全国知事会）
・地方法人課税の堅持及び外形標準課税制度の拡充
（中略）地方団体の重要な財源である地方法人課税についての安易な縮減などの議論は受け入れられるものではない。
また、（中略）法人事業税の応益課税としての性格の明確化や税収の安定化の観点から、対象法人の資本金要件の見

直しや付加 価値割の拡大など、外形標準課税制度の拡充を検討すべきである。
・法人事業税における収入金額課税制度の堅持 電気供給業、ガス供給業などに対する収入金額課税は、受益に応じ
た負担を求める課税方式として、長年にわたり外形課税として定着し、地方税収の安定化にも大きく貢献していることから、
現行制度を堅持すること。

○課税方式・分割基準等について

平成25年度の税財政等に関する要望（全国都道府県議会議長会）
法人事業税における電気供給業、ガス供給業などに対する収入金額課税制度については、長年にわたり外形課税とし

て定着しており、地方税収の安定化に大きく貢献していることから、現行制度を堅持すること。



地方法人課税に関する地方団体等の意見・要望

平成25年７月８日全国知事会議 和歌山県知事発言内容
「法人事業税の資本割の課税標準の問題。これは偏在の是正のために作られたはずだが、資本金等の額に依拠している。

資本金等の額が自社株を購入すると、計算のベースとして控除して計算することになっている。和歌山県の例では、ほとんど
ゼロに等しいものになるので、そこはなんらかの形で立法の趣旨に近い形に戻してほしい。」

『平成25年度 重点提案・要望書』（福井県）
法人県民税の分割基準（従業者数）を法人事業税の分割基準（従業者数と事務所数）と同様にすること。
法人事業税について、移動電気通信業における地方税法上の事務所等の定義及び分割基準を「事業用固定資産」に

するなど、受益に応じた納税を実現する制度とすること。

『国への政策提案書（平成25年５月）』（佐賀県）
法人事業税について、親会社による出資比率が一定水準以上の子会社については、親・子会社を一体の企業と見なし、

分割基準の適用対象に加えること。また、企業が販売店等の店舗を全国展開する形態として、フランチャイズや販売代行等
の契約により受託させる店舗についても、企業の「みなす店舗」として分割基準の適用対象に加えること。

『平成26年度税制改正に関する要望』（社団法人生命保険協会）
生命保険業の現行の課税方式は、まさに税収の安定化に寄与していると考えられます。よって、生命保険業の法人事業

税については、現行の課税方式を維持することを要望します。

『2014年度国の政策に対する中小企業家の要望・提言』（中小企業家同友会全国協議会）
法人事業税の外形標準課税の対象法人を資本金１億円以下にしないこと

『平成26年度 国の施策及び予算に対する東京都の提案要求』（東京都）
・法人事業税の分割基準を、従業者数など法人の都道府県ごとの事業活動量を適切に反映したものとすること。
・地方団体間の財源調整の手段として、地方法人課税の分割基準の見直しを行うなど、税制の姿を歪める不合理な改正
は行わないこと。



法人課税の体系（H25予算・地方財政計画計上額）

法人税
＜国税＞

87,140億円 57.0%

57,512億円 37.6%
29,628億円 19.4% 31.1%

＜地方税＞

法人住民税

地方交付税分(34%)

国分(66%)

道府県・均等割

道府県・法人税割

市町村・均等割

市町村・法人税割

24,636億円 16.1% 25.8%

1,341億円 0.9% 1.4%

5,459億円 3.6% 5.7%
3,915億円 2.6% 4.1%
13,921億円 9.1% 14.6%

法人事業税

地方法人特別税（国税）

付加価値割

資本割

所得割

収入割

4,265億円 2.8% 4.5%
2,382億円 1.6% 2.5%
14,749億円 9.6% 15.5%
2,035億円 1.3% 2.1%

17,685億円 11.6% 18.5%

23,431億円 15.3% 24.6%

≪法人課税総額≫ 152,892億円 100.0%

税額 法人課税全体に
占める割合

（道府県・市町村）

（道府県のみ）

国の収入と
なる税収

地方の
収入と
なる
税収

95,380
億円

地方の収入と
なる税収の中
に占める割合

※ 事業税の内訳は、現年課税分の見込額に、当該見込額のシェアで按分した滞納繰越分及び24年度改正増減を加えた数値。



（単位：億円）

収入額
法人課税全体
に占める割合 収入額

法人課税全体
に占める割合 収入額

法人課税全体
に占める割合 予算額

法人課税全体
に占める割合

復興特別法人税 9,145 5.6%

法人税 134,754 63.3% 147,444 61.7% 93,514 60.2% 87,140 53.8%

　国分 88,938 41.8% 97,313 40.7% 61,719 39.7% 57,512 35.5%

　交付税分 45,816 21.5% 37.0% 50,131 21.0% 35.3% 31,795 20.5% 34.0% 29,628 18.3% 31.1%

地方法人特別税 0.0% 0.0% 15,560 10.0% 16.6% 17,685 10.9% 18.5%

法人住民税 30,964 14.5% 25.0% 36,980 15.5% 26.1% 24,746 15.9% 26.4% 24,636 15.2% 25.8%

　県・均等割 1,265 0.6% 1.0% 1,401 0.6% 1.0% 1,370 0.9% 1.5% 1,341 0.8% 1.4%

　県・法人税割 7,209 3.4% 5.8% 8,945 3.7% 6.3% 5,531 3.6% 5.9% 5,459 3.4% 5.7%

　市・均等割 3,634 1.7% 2.9% 3,971 1.7% 2.8% 3,976 2.6% 4.2% 3,915 2.4% 4.1%

　市・法人税割 18,856 8.9% 15.2% 22,663 9.5% 16.0% 13,869 8.9% 14.8% 13,921 8.6% 14.6%

法人事業税 47,193 22.2% 38.1% 54,703 22.9% 38.6% 21,494 13.8% 23.0% 23,431 14.5% 24.6%

　付加価値割 0.0% 0.0% 5,259 2.2% 3.7% 4,177 2.7% 4.5% 4,265 2.6% 4.5%

　資本割 0.0% 0.0% 2,327 1.0% 1.6% 2,237 1.4% 2.4% 2,382 1.5% 2.5%

　所得割 43,516 20.4% 35.1% 43,796 18.3% 30.9% 13,175 8.5% 14.1% 14,749 9.1% 15.5%

　収入割 3,677 1.7% 3.0% 3,321 1.4% 2.3% 1,906 1.2% 2.0% 2,035 1.3% 2.1%

法人課税総額 212,911 100.0% 239,127 100.0% 155,314 100.0% 162,037 100.0%

うち地方の収入となる税収 123,973 100.0% 141,814 100.0% 93,595 100.0% 95,380 100.0%

地方の収入と
なる税収の中
に占める割合

地方の収入と
なる税収の中
に占める割合

H25H23

地方の収入となる
税収の中に占める

割合

H19

地方の収入と
なる税収の中
に占める割合

H9

法人課税の体系の推移
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